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　            地方自治法第233条第5項の規定に基づき平成23年度五霞町
　　　　　　　　　　　各種会計の主なる施策の成果を次のとおり報告いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳 入 歳 出 決 算 の 概 要

　平成２３年度の決算につきましては、第５次五霞町総合計画に掲げる「人がきらめ
き だれもが安心安全に暮らせるまち 五霞」を実現すべく、住民サービスの維持・向
上を原則に、継続的な行財政のスリム化に努め、事業の選択と重点化を図りながら
様々な事業を実施しました。

　１．豊かな自然と安全を育む　–環境・防災・防犯–

　　・豊かな自然環境を保全し、循環型社会の構築を進めるため「ごみ収集カレン
　　　ダー」を作成したほか、NPO、企業、小中学生等との協働によるビオトープ型
　　　イカダづくりを通じて、水辺環境の再生に取り組みました。
　　・町内全域に設置されている防火水槽の老朽化した看板を付替え、災害時に迅
　　　速に対応できるようにしました。

　２．健やかと安らぎを育む　–健康・子育て・福祉–

　　・年々増え続ける自殺者の防止対策として、役場の窓口職員、民生委員・児童
　　　委員が地域の自殺対策のゲートキーパー（命の門番）として活躍いただける
　　　よう研修会を実施しました。
　　・年齢や障害の有無に関わりなく、地域に住むすべての人が、地域において、
　　　互いに助け合っていくことを目的とした「五霞町地域福祉計画」を策定しま
　　　した。
　　・子育て支援の一環として、平成22年度から実施している日本脳炎の無料化に
　　　加え、平成23年度からはヒブ、子宮頚がん、小児用肺炎球菌ワクチン接種に
　　　ついても、接種を保護者の方が希望される場合は、無料で接種できるよう助
　　　成制度を開始しました。

　３．人と文化を育む　–教育・文化–

　　・新学習指導要領施行後、初の全面改定に伴う教科書、指導書、教材備品等を
　　　整備しました。
　　・失われつつある歴史資料の発掘・分析及び解読を行い、記録にとどめ町史と
　　　して刊行するため、前年度に引き続き、五霞町史「五霞の生活史　資料Ⅱ」
　　　を刊行しました。
　　・７月に開催したＢ＆Ｇ水泳大会(茨城大会)のための施設整備を行った。また、
　　　総合運動公園の整備にかかる設計を行いました。

　４．ゆとりとうるおいを育む　–都市基盤・生活基盤–
　　・圏央道インターチェンジ周辺地区の整備を実施するため、調査・測量を実
　　　施した。区域区分を見直す検討業務を実施しました。
　　・都市計画法に基づき、都市計画に関する基礎的データの収集・取りまとめ
　　　等を実施しました。
　　・災害復旧工事による浄水場の機能維持、送球した水管橋の整備などにより
　　　水道水の安定供給が図れました。
　　・昨年に引き続き、下水道施設の設備機器等を計画的に更新していくため、
　　　長寿命化計画を策定しました。
　　・五霞町にあった公共交通システムを構築するため、地域公共交通会議を組
　　　織し公共交通ビジョンを策定しました。
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　５．豊かさと活力を育む　–産業–

　　・悪質商法や振り込め詐欺などをはじめ、さまざまな消費者トラブルの相談窓口
　　　として、引き続き消費者生活相談窓口を設置し、消費者被害の防止を図りまし
　　　た。
　　・五霞町の農産物直売所の拠点施設であります「道の駅ごか」の屋根が、水アカ
　　　により変色してしまったため、その修繕とあわせて屋根に断熱効果を高めるた
　　　めの改修も実施し、利用者の快適な利用や出荷者が安定して出荷できるよう管
　　　理・支援しました。
　　・環境保全農業の推進として、有機栽培や減農薬栽培を推進することにより、農
　　　産物の安全性が高められ、商品価値の向上に努めました。

　６．ともにまちを育む　–まち・地域づくり、行財政運営–

　　・町民と行政との協働のまちづくりを推進するため「五霞町行政区のあり方検討
　　　委員会」を組織し、近年の行政組合加入率の低下や行政区内のさまざまな課題
　　　について、調査・検討しました。
　　・住民基本台帳法改正に伴い住基システムを改修し、在留外国人の管理に対応し
　　　ました。
　　・町民との対話に重点を置いた行政懇談会の開催や自主的な行政区活動を支援し
　　　ました。
　　・町制施行１５周年事業として、町イメージキャラクターの着ぐるみ制作や、ご
　　　かみずべ公園の開園式を１５周年事業として開催し、記念事業として行われた
　　　町民グランドゴルフ大会には多くの町民の方々が参加され、町制１５周年を祝
　　　いました。
　　・新公会計における整備事業として、町有財産の調査・洗い出し並びに公有財産
　　　台帳の整備を行い、財産の適正管理を行いました。



（単位：千円）
平成23年度
歳入決算額

平成23年度
歳出決算額

歳入歳出差引

4,429,613 4,140,235 289,378

国民健康保険 1,076,242 1,057,120 19,122

後期高齢者医療 134,919 134,705 214

介護保険事業（保険事業） 514,393 513,724 669

介護保険事業（サービス事業） 4,319 2,770 1,549

公共下水道事業 325,696 319,809 5,887

農業集落排水事業 170,943 156,843 14,100

小　　　　計 2,226,512 2,184,971 41,541

水道事業（収益的収支） 452,595 449,155 3,440

水道事業（資本的収支） 56,149 290,234 △ 234,085

小　　　　計 508,744 739,389 △ 230,645

7,164,869 7,064,595 100,274

特
別
会
計

１．会計別決算の状況

企
業
会
計

　　　合　　　　計

会計名

一般会計

○一般会計

平成２３年度一般会計決算は、歳入総額４，４２９，６１３千円、歳出総額４，１４０，２３５千円で、

差し引き２８９，３７８千円の繰り越しとなりました。

主な要因として、歳入面では、繰越金が約３４０，０００千円増加しましたが、町民税が法人税割で

約１００，０００千円の減額、また町債も約４６０，０００千円減額したため、全体としては３２０，０００

千円の減額となりました。

歳出面では、基金積立金や物件費・補助金等が増となりましたが、町債の繰上償還により公債費

が大きく減となったことから、総額では減額となりました。

○特別会計・企業会計

国民健康保険は、歳入で前年度からの繰越金が減額になったものの、前期高齢者交付金等及び

繰入金が増額となったため、全体では増額となりました。歳出は保険給付費が増額となりましたが、

基金積立金を減額したため全体ではほぼ前年度並みの支出となりました。

介護保険事業は、介護給付費の伸びにより歳入、歳出ともに前年度より増となっています。

農業集落排水事業は、前年度に施工された大福田処理場の機能強化工事が完了したことから、

その分が歳入、歳出ともに減となっています。

水道事業は、収益的収支では、営業収益が前年度と比較し３２，３４５千円（9.1％）減少しました。

主な要因は、大口使用者企業が操業停止したことによるものです。資本的収支では、建設改良費が

減となったものの、東日本大震災に係る災害対策費が皆増となっています。
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歳入 （単位：円）

1. 町 税 2,124,846,535 226,892 682,572

2. 地 方 譲 与 税 65,632,080 7,008 21,083

3. 利 子 割 交 付 金 2,677,000 286 860

4. 配 当 割 交 付 金 1,868,000 200 600

5. 株式等譲渡所得割交付金 677,000 72 217

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 128,530,000 13,725 41,288

7. 自 動車取得税交付金 12,359,000 1,320 3,970

8. 地 方 特 例 交 付 金 15,391,000 1,644 4,944

9. 地 方 交 付 税 526,260,000 56,194 169,052

（ １ ） 普 通 交 付 税 382,593,000 40,853 122,902

（ ２ ） 特 別 交 付 税 143,667,000 15,341 46,150

10. 交通安全対策特別交付金 735,000 79 236

11. 分 担 金 ・ 負 担 金 61,021,458 6,516 19,602

12. 使 用 料 ・ 手 数 料 11,071,917 1,182 3,557

13. 国 庫 支 出 金 236,495,709 25,253 75,970

14. 県 支 出 金 227,317,250 24,273 73,022

15. 財 産 収 入 5,357,373 572 1,721

16. 寄 附 金 6,714,240 717 2,157

17. 繰 入 金 74,446,561 7,949 23,915

18. 繰 越 金 580,432,110 61,979 186,454

19. 諸 収 入 107,180,372 11,445 34,430

20. 町 債 240,600,000 25,691 77,289

4,429,612,605 472,997 1,422,940

歳出（目的別）

1. 議 会 費 93,526,392 9,987 30,044

2. 総 務 費 502,197,002 53,625 161,323

3. 民 生 費 920,980,057 98,343 295,849

4. 衛 生 費 462,148,819 49,349 148,458

5. 労 働 費 90,000 9 29

6. 農 林 水 産 業 費 215,281,152 22,988 69,156

7. 商 工 費 4,711,269 503 1,513

8. 土 木 費 286,846,853 30,629 92,145

9. 消 防 費 218,850,106 23,369 70,302

10. 教 育 費 317,030,627 33,853 101,841

11. 災 害 復 旧 費 33,575,535 3,585 10,785

12. 公 債 費 492,858,936 52,628 158,323

13. 諸 支 出 金 592,138,177 63,229 190,214

4,140,234,925 442,097 1,329,982歳　出　合　計

平成23年度決算額 住民一人当たり 一世帯当たり区　　　分

歳　入　合　計

２．一般会計決算額

平成24年3月31日現在

人口：9,365人、世帯：3,113世帯

住民一人当たり 一世帯当たり平成23年度決算額区　　　分
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３．決算規模の推移

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

3,839,454

5,050,787

3,672,361

3,735,509

4,757,178 4,176,74611.3

4,033,046 15.0

△ 2.7

19.4

0.5

16.5

1.4

△ 24.0

△ 2.7

4,818,427

3,484,634

（単位：千円・％）

3,580,146

増減率

△ 13.8

歳入

4,017,1374,278,025

4,982,089

年度
決算額 決算額

歳出

増減率

△ 19.1

△ 25.7

4,795,731

3,505,684

4,429,613 △ 6.9 4,140,235 △ 0.9

3,547,080

△ 1.23,701,098 0.8

15.54,274,072

3.6

△ 1.7 1.8

歳入
歳出

平成２３年度一般会計決算額は、

歳入 ４，４２９，６１３千円（対前年度３２７，５６５千円減、対前年度比６．９％減）

歳出 ４，１４０，２３５千円（対前年度３６，５１１千円減、対前年度比０．９％減）

で差し引き２８９，３７８千円の繰り越しとなりました。

歳入面では、町税の法人税割が約1億円減額したものの、７年連続で２０億円を超えまし

た。また、前年度繰越金が約３４０，０００千円増加したものの、町債が約４６０，０００千円

減額したため、全体としては３２０，０００千円の減額となりました。

歳出面では、基金積立金や物件費・補助金等が増となりましたが、町債の繰上償還に

より公債費が大きく減となったことから、総額では減額となりました。
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４．決算収支の状況

注） ・実質収支＝歳入総額－歳出総額－翌年度に繰り越すべき財源

・単年度収支＝当該年度実質収支－前年度実質収支

前年度以前の累計を除き、当該年度だけの収支を把握するために用いられる。

・実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立金＋地方債繰上償還額－財政調
　 　　　　　　　　　　　整基金取崩額

単年度収支のなかには実質的な黒字要素や赤字要素が含まれている。これらを控除
したものをいう。

0 0 0

△ 136.1
実 質 単 年 度 収 支
Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ － Ｉ

△ 223,849 619,971 △ 843,820

繰越額を控除した当該年度の実質的な収入と支出の差異であり、黒字団体、赤字団
体の指標となるもの。

30,211 264,738 △ 234,527 △ 88.6

△ 314,466

0.0

60,406 0 60,406 皆増

256,098 570,564 △ 314,466 △ 55.1

33,280

355,233 △ 669,699 △ 188.5

289,378 580,432 △ 291,054 △ 50.1

4,140,235

9,868 23,412 237.3翌年度に繰り越すべき財源　Ｄ

増減率

対前年度
平成22年度

△ 327,565 △ 6.9

増減額

4,176,746 △ 36,511 △ 0.9

（単位：千円・％）

実質収支（Ｃ－Ｄ） Ｅ

積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ

単 年 度 収 支 Ｆ

積 立 金 Ｇ

繰 上 償 還 金 Ｈ

歳 入 総 額 Ａ

歳 出 総 額 Ｂ

歳入歳出差引（Ａ－Ｂ）　Ｃ

区　　　　分 平成23年度

4,429,613 4,757,178

歳入歳出

○実質収支は、２５６，０９８千円で黒字（前年度５７０，５６４千円）

○単年度収支は、３１４，４６６千円の赤字。

○実質単年度収支は、２２３，８４９千円の赤字。
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５．各種財政指標

　当該団体の一般財源の標準的な財政規模を示す。
　標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

　当該団体の財政力を示し、「１」に近いほど財政力の強いことを示す。
　基準財政収入額／基準財政需要額の過去３年間の平均

　実質収支額／標準財政規模×100%

　当該団体の財政構造の弾力性を示し、70～80%ほどが望ましい。
　経常経費充当一般財源／経常一般財源総額×100%

　財政構造の弾力性を示し、100％を超えると弾力性がある。
　経常一般財源総額／標準財政規模×100%

19
20
21
22
23

　　区　　　　　　分
標準財政規模
財政力指数
実質収支比率
経常収支比率
経常一般財源比率
公債費比率
公債費負担比率
起債制限比率

経常一般財源比率　91.5（対前年度　9.9ポイント減）

標準財政規模　　2,995,131千円（対前年度　2.0％増）

財政力指数　　0.81（対前年度　0.01ポイント減)

実質収支比率　　8.6％（対前年度　10.8ポイント減）

経常収支比率　　88.5％（対前年度　13.4ポイント増)

　歳入・歳出の差であり年度間の財源調整的機能を持ち、標準財政規模の3～5％程度が望ましいとされている。

経常一般財源比率

経常収支比率

○増減の要因

・標準財政規模 ： 標準税収入の増により、普通交付税、臨時財政対策債発行可能額が減となったが、

全体としては対前年度２％の増。

・財政力指数 ： 基準財政需要額、基準財政収入額ともに増となったが、分母となる基準財政需要額

のほうが割合が大きかったため、指数は０．０１ポイント下がりました。

・経常収支比率 ： 分子は前年度に対し大幅に増となったが、逆に分母となる経常一般財源が町税や

普通交付税、臨時財政対策債の減により減額したため、比率は大幅に上がりました。

99.0 
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91.2 

98.8 
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６．健全化判断比率・資金不足比率

（単位：％）
〈表の見方〉

●健全化判断比率等の対象

国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険
公共下水道事業
農業集落排水事業
水道事業

　一部事務組合・広域連合
　第三セクター等

地
方
公
共
団
体

一般会計等 一般会計

公営事業会計
特別会計のうち
公営企業以外

公営企業
公営企業に
係る会計

法
適
用

水道事業
－ －

( 20.0 ) ( 20.0 )

( 20.0 )

農業集落排水事業
－ －

( 20.0 ) ( 20.0 )

将来負担比率
78.5 102.2

( 350.0 ) ( 350.0 )

資
金
不
足
比
率

公共下水道事業
－ －

( 20.0 )

1　「－」は当該比率が生じていないこ
とを示します。（実質赤字比率及び連
結実質赤字比率においては赤字額が
ないこと、資金不足比率においては資
金不足額がないこと）

2　下段(　)内の数値は、健全化判断
比率については五霞町の早期健全化
基準を、資金不足比率については各
公営企業ごとの経営健全化基準を示
しています。

※健全化判断比率のいずれかが早期
健全化基準以上の場合、財政の早期
健全化団体となり、①財政健全化計
画の策定、②外部監査の実施が必要
となります。

( 15.00 ) ( 15.00 )

連結実質赤字比率
－ －

( 20.00 ) ( 20.00 )

実質公債費比率
15.3

区分 平成23年度 平成22年度

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率
－ －

17.0

( 25.0 ) ( 25.0 )

実

質

赤

字

比

率

資

金

不

足

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

○増減の要因

・実質公債費比率 ： 公債費負担適正化計画に基づく町債の繰上償還や借り換えにより、前年度

から公債費（元利償還金）が減少したため、３ヵ年平均（H21～H23）では１．７ポイント減の１５．３％

となりました。（単年度実質公債費比率での対前年度比は０．７ポイント減）

・将来負担比率 ： 繰越金の増に伴う公共用地施設整備基金への積み立ての増や、町債残高が

減少したため、対前年度比 ２３．７ポイント減の７８．５％となりました。
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実質公債費比率・将来負担比率の推移

実質公債費比率

将来負担比率

10



７．歳入科目別決算額の状況

　　　　　　　　　　年　度

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
１． 町 税 2,124,847 48.0 2,263,108 47.6 △ 138,261 △ 6.1
２． 地 方 譲 与 税 65,632 1.5 67,847 1.4 △ 2,215 △ 3.3
３． 利 子 割 交 付 金 2,677 0.1 3,582 0.1 △ 905 △ 25.3
４． 配 当 割 交 付 金 1,868 0.0 1,621 0.0 247 15.2
５． 株式等譲渡所得割交付金 677 0.0 613 0.0 64 10.4
６． 地 方 消 費 税 交 付 金 128,530 2.9 127,638 2.7 892 0.7
７． 自 動 車 取 得 税 交 付 金 12,359 0.3 14,841 0.3 △ 2,482 △ 16.7
８． 地 方 特 例 交 付 金 15,391 0.3 17,886 0.4 △ 2,495 △ 13.9
９． 地 方 交 付 税 526,260 11.9 588,876 12.3 △ 62,616 △ 10.6

（ １ ） 普 通 交 付 税 382,593 8.6 477,237 10.0 △ 94,644 △ 19.8
（ ２ ） 特 別 交 付 税 143,667 3.2 111,639 2.3 32,028 28.7

１０． 交通安全対策特別交付金 735 0.0 827 0.0 △ 92 △ 11.1
１１． 分 担 金 ・ 負 担 金 61,021 1.4 58,775 1.2 2,246 3.8
１２． 使 用 料 ・ 手 数 料 11,072 0.3 9,521 0.2 1,551 16.3
１３． 国 庫 支 出 金 236,496 5.3 286,655 6.0 △ 50,159 △ 17.5
１４． 県 支 出 金 227,317 5.1 171,665 3.6 55,652 32.4
１５． 財 産 収 入 5,357 0.1 58,499 1.2 △ 53,142 △ 90.8
１６． 寄 附 金 6,714 0.2 100 0.1 6,614 6614.0
１７． 繰 入 金 74,447 1.7 16,963 0.4 57,484 338.9
１８． 繰 越 金 580,432 13.1 241,027 5.1 339,405 140.8
１９． 諸 収 入 107,181 2.4 123,334 2.6 △ 16,153 △ 13.1
２０． 町 債 240,600 5.4 703,800 14.8 △ 463,200 △ 65.8
　　歳　　　入　　　合　　　計 4,429,613 100.0 4,757,178 100.0 △ 327,565 △ 6.9

自主財源

　科　目

（単位：千円・％）

平成23年度 平成22年度 対前年度

○特徴点

町税では、町民税の法人税割が約1億円減額したものの、７年連続で２０億円を超えました。また、

繰越金が 約３４０，０００千円増加したものの、町債が約４６０，０００千円減額したため、全体としては

３２０，０００千 円の減額となりました。

○科目別の主な増減

・町税（６．１％減） ： 法人税割が大幅に減したことが減額の大きな要因となっています。

・地方交付税（１０．６％減） ： 平成２２年度の法人税割の増に伴う基準財政収入額が増額と

なったため、普通交付税が減額となりました。

・町債（６５．８％減） ： 普通建設事業費の減額に伴い財源となる町債も減となりました。

61.6 

51.8 

46.8 

62.4 

69.5 
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71.2 

57.8 

58.3 

67.1 

38.4 

48.2 

53.2 

37.6 

30.5 

27.0 

28.8 

42.2 

41.7 

32.9 

0% 50% 100%
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年度 歳入における自主財源、依存財源の割合
自主財源 依存財源
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８．町税の状況

増減率

△ 15.2

ア 0.3

イ △ 4.2

ウ △ 10.3

エ △ 30.2

△ 1.8

ア △ 1.8

ⅰ △ 1.2

ⅱ 2.2

ⅲ △ 5.9

イ 0.0

1.5

19.6

△ 6.1

区　　　　　　分

238,987 342,163 △ 103,176

62,361 69,484 △ 7,123

△ 17,192

個人均等割

（1）町民税

（単位：千円・％）

13,730 13,695 35

709,183 836,639 △ 127,456

平成23年度 平成22年度 増減額

△ 24,277

344,298

1,314,044 1,338,321 △ 24,277

純固定資産税

△ 4,051340,247

（2）固定資産税

家屋

土地

1,314,037 1,338,314

394,105 411,297所得割

法人均等割

法人税割

487,294

7

21,143

486,496 475,948

518,068

7

2,263,108

21,454

80,166

△ 138,261

311

13,161

10,548

（3）軽自動車税

（4）市町村たばこ税

合　　　　　　計

償却資産

交納付金

△ 30,774

0

2,124,847

67,005

○特徴点

総体的に全項目減額となりました。特に法人税割が約１００，０００千円の減額となり、

総額で約１４０，０００千円の減額となったものの、７年連続で２０億円を超えました。
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その他

固定資産税

町民税

合計

12



９．地方交付税の状況

増減率

Ａ 5.2

Ｂ 12.6

Ｃ △ 19.8

Ｄ 0.0

Ｅ △ 19.8

Ｆ 28.7

Ｇ △ 10.6

（単位：千円・％）

平成22年度 増減額

基 準 財 政 需 要 額 2,100,422 110,034

区分

財源不足額（Ａ－Ｂ）

調 整 額

交付決定額（Ｃ－Ｄ）

平成23年度

特 別 交 付 税 額

交付税決算額（Ｅ＋Ｆ）

2,210,456

1,827,863

382,593

0

382,593

143,667

526,260

基 準 財 政 収 入 額 1,623,185 204,678

477,237 △ 94,644

0 0

477,237 △ 94,644

111,639 32,028

588,876 △ 62,616
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2.2 

1.4 
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1.2 

1.0 
0.9 

0.8 
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億円

年度

地方交付税の推移

11.9億
11.3億

9.9億

7.9億

6.4億

4.8億
3.9億

3.0億
←特別交付税

←普通交付税

○特徴点

地方交付税の算定基礎となる、基準財政需要額及び基準財政収入額は、前年度に比べ

それぞれ増額であり、差し引きの財源不足額も前年度に比べ約９０，０００千円減の約３８０，

０００千円となったことから、普通交付税は減額となりました。特別交付税については、震災

復興特別交付税が増となったことから増額となったものの、総体では約６０，０００千円の減

額となりました。
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１０．目的別歳出の状況

年　度 平成23年度 平成22年度 対　前　年　度

　　目的別 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1. 議 会 費 93,526 2.3 70,025 1.7 23,501 33.6

2. 総 務 費 502,197 12.1 493,337 11.8 8,860 1.8

3. 民 生 費 920,980 22.2 878,542 21.0 42,438 4.8

4. 衛 生 費 462,149 11.2 410,059 9.8 52,090 12.7

5. 労 働 費 90 0.0 100 0.0 △ 10 △ 10.0

6. 農 林 水 産
業 費

215,281 5.2 200,032 4.8 15,249 7.6

7. 商 工 費 4,711 0.1 4,903 0.1 △ 192 △ 3.9

8. 土 木 費 286,847 6.9 374,178 9.0 △ 87,331 △ 23.3

9. 消 防 費 218,850 5.3 228,894 5.5 △ 10,044 △ 4.4

10. 317,031 7.7 312,744 7.5 4,287 1.4

11. 33,576 0.8 0 0.0 33,576 皆増

12. 492,859 11.9 779,156 18.7 △ 286,297 △ 36.7

13. 592,138 14.3 424,776 10.2 167,362 39.4

4,140,235 100.0 4,176,746 100.0 △ 36,511 △ 0.9

（単位：千円・％）

歳　出　合　計

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金
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16.0 

11.8 

12.1 

18.6 

15.5 

14.8 

19.5 

20.2 

21.8 

21.7 

19.2 

21.0 

22.2 

12.5 

9.1 

6.7 

11.1 

14.2 

11.4 

9.9 

9.8 

9.8 

11.2 

7.2 

6.6 

12.3 

6.5 

6.8 

6.5 

5.7 

4.9 

4.8 

5.2 

21.8 

19.1 

14.7 

16.4 

10.9 

12.2 

10.2 

10.5 

9.0 

6.9 

10.8 

20.6 

15.9 

8.6 

9.9 

8.8 

8.1 

7.6 

7.5 

7.7 

7.3 

7.6 

12.0 

11.6 

11.9 

13.0 

14.7 

24.3 
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22.8 
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23

年度
目的別決算額構成比の推移

総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 土木費 教育費 公債費 その他

○特徴点

議会費、衛生費、災害復旧費及び基金管理に係る諸支出金等が増となったものの、土木費、

公債費が大きく減額となったことから、全体としては減となりました。

○目的別の主な増減

・議会費（３３．６％増） ： 地方議会議員年金制度廃止に伴う給付費負担金が大幅に増

・土木費（２３．３％減） ： 災害復旧事業の実施に伴い、単独の道路整備工事が減

・災害復旧費（皆増） ： 東日本大震災に係る災害復旧事業により皆増

・公債費（３６．７％減） ： 前年度までの町債の繰上償還により公債費が大きく減

・諸支出金（３９．４％増） ： 公共用地施設整備基金、財政調整基金への積み立てにより大幅に増
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１１．性質別歳出の状況

（単位：千円・％）
　　　　　年　　度 平成23年度 平成22 度 　対前年度

　性質別 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
774,544 18.7 752,209 18.0 22,335 3.0

う ち 職 員 給 447,257 10.8 444,289 10.6 2,968 0.7
487,376 11.8 470,660 11.3 16,716 3.6
492,859 11.9 779,156 18.7 △ 286,297 △ 36.7

義務的経費計 1,754,779 42.4 2,002,025 47.9 △ 247,246 △ 12.3
73,649 1.8 176,944 4.2 △ 103,295 △ 58.4

補 助 8,250 0.2 1,800 0.0 6,450 358.3
単 独 65,399 1.6 175,144 4.2 △ 109,745 △ 62.7

34,442 0.8 866 0.0 33,576 3877.1
投資的経費計 108,091 2.6 177,810 4.3 △ 69,719 △ 39.2

502,842 12.1 461,959 11.1 40,883 8.8
15,240 0.4 14,060 0.3 1,180 8.4

639,990 15.5 593,250 14.2 46,740 7.9
う ち 一 部 事 務 組 合 356,477 8.6 343,082 8.2 13,395 3.9

523,408 12.6 500,067 12.0 23,341 4.7
593,363 14.3 425,704 10.2 167,659 39.4

1,281 0.0 798 0.0 483 60.5
1,241 0.0 1,073 0.0 168 15.7

その他経費計 2,277,365 55.0 1,996,911 47.8 280,454 14.0
4,140,235 100.0 4,176,746 100.0 △ 36,511 △ 0.9

人件費

扶助費
公債費

維持補修費
補助費等

繰出金

普通建設事業費

災害復旧費

物件費

歳 出 合 計

積立金
投資及び出資金
貸付金

○特徴点

義務的経費は、人件費や扶助費が微増したものの、公債費の大幅減により減

投資的経費は、災害復旧事業費が増となったものの、単独の道路整備工事の大幅減により減

その他経費は、物件費、補助費、積立金の大幅な増により大幅増

○性質別の主な増減

・公債費（３６．７％減） ： 町債の繰上償還により公債費が大きく減

・災害復旧費（３８７７．１％増） ： 東日本大震災に係る災害復旧事業により大幅増

・積立金（３９．４％増） ： 公共用地施設整備基金、財政調整基金への積み立てにより大幅

に増。
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１２．事業別地方債現在高の状況

（単位：千円）

2,395,421 

- 

政府資金

Ｄの借入別内訳

その他

185,338 

229,348 

256,277 

22年度末 23年度

発行額Ｂ

23年度元利償還額

元金Ｃ

279,899 

240,567 

8,987 

31,813 

8,489 

909 

1,180 

203,877 

766,491 

946,910 

19,246 

30,877 

280 

144,591 

2,022 

8,115 

280 

4,700 

- 

- 

235,900 

1,509 

4,265 

65,368 

37,623 

15,523 

3,149 

646 

202,944 40,772 

7,478 

27,548 

147,562 

27,548 

58,652 4,178,060 

2,013,251 

12 

1,306,419 21,222 86,590 

8,793 

153,080 

2,931 

9,295 

292 

1,509 

4,911 

405,472

546,042

116,814

1,518,405

409,227

1,927,632 

802,319 

17,224 

24,316 

7,478

202,943 

17,224 

22,762 22,762 

- 

公 共 事 業 等 債 185,338 26,368 3,128 

現在高Ａ

634,820 142,795 11,124 

23,239 

131,671 

706,832

1,782,639 

1

264,376 

区　　　分
利子 計

差引現在高

A＋B-C＝Ｄ

上 水 道 事 業 債

特
別
会
計

臨 時 財 政 特 例 債

4,371,666 

1,842,719 

水 道 会 計 出 資 債

臨 時 財 政 対 策 債

小　　　計 4,636,427 

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

31,832 98,186 1,307,776 898,549 

企
業
会
計

3,262,297 

1,374,130 

3,119,025 

公 共 下 水 道 事 業 債

農 業集落排水事業債

5,900 

81,600 159,071 

330,559 2,908,403 2,786,935 

3,184,826 1,666,421 228,630 

- 

2,564,970 

11,579,065 

4,492,602 326,816 

合　　　計

121,468

12,127,118 328,100 876,153 

216,522 114,037 

3,831,739 7,747,326 274,080 1,150,234 

66,354 

492,859 小　　　計

101,391 

減 税 補 て ん 債

県 貸 付 金

臨 時 税 収 補 て ん 債

69,559 

81,600 225,425 

434,206 240,600 

一 般 単 独 事 業 債

義 務教育施設事業債

厚生福祉施設整備事業債

地域改善対策特定事業債

○特徴点

地方債現在高は、全会計で１１，５７９，０６５千円、前年度比５４８，０００千円の減額となりました。

一般会計は、事業債の発行を抑制したことから臨時財政対策債を発行しても前年度より１９３，６０６

千円減の４，１７８，０６０千円となりました。

特別会計は資本費平準化債、企業会計は、思川開発事業に係る南摩ダム水源地域整備事業の負担金として町

債を発行しましたが、前年度より ３５４，４４７千円減の７，４０１，００５千円となりました。
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１３．基金積立金の状況

67,114

農業集落排水事業債償還基金 200 2,250 2,450

472

51

（単位：千円）

22年度末現在高 積　　　　立 取　　　　崩 23年度末現在高

299,959

37,170

42,211

202 168,160

22,412 32 22,444

845,436

395,892 548,889 12,342 932,439

359,794 571 60,406

202

2,440,456

913 6,638

1,920,781 593,538 73,863

128,210175

1,407

合　　　　　計

40,538

2,003,113

小　　　　計

国 保 支 払 準 備 基 金

595,895

介護従事者処遇改善臨時特例基金
特
別
会
計

基　　金　　名

803,225

一
般
会
計

128,035

下水道事業債償還基金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

小　　　　計

土地開発基金
土 地

現 金

471

財 政 調 整 基 金

地域づくり特別事業基金

6,144就 学 祝 金 基 金

減 債 基 金

公共用地施設整備基金

地 域 福 祉 基 金

地 域 振 興 基 金

168,160

37,119

91,438

82,332 2,357 17,575

2,507,570

38,60839,638

1,485 2 1,487

25,58446 15,000

58

1

0

1,088

0

○特徴点

基金残高は、前年度に比べ２５．２％増の２，５００，０００千円となりました。

主な要因は、町債の繰上償還をするため減債基金を取り崩しましたが、前年度繰越金

相当額を公共用地施設整備基金への積み立てたことによるものです。
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